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評価要領様式２－１４（実施要領：別記様式第３号－２） 終了評価 

令和７年度 連携研究スキームによる研究（委託研究課題） 

研究成果等最終報告書 

Ⅰ 最終報告書（簡易版） 

１．研究課題総括表 

課題番号 23837899 

研究テーマ名 
農産物・食品の輸出制限的措置による世界の食料需給・貿易構造及

びフードセキュリティへの影響に関する研究 

委託研究課題名 
農産物・食品の輸出制限的措置が先進国とグローバルサウスの食

料需給・貿易構造に及ぼす影響に関する研究 

研究実施期間 

（西暦） 
２０２３年度    ～   ２０２５年度（３年間）

代表機関・研究開発

責任者 
国立大学法人 筑波大学 教授 柏木 健一 

２．研究の目的・達成目標 

世界的に食料価格の高止まりが続く中、2022 年 2 月のロシアによるウクライナ侵攻を契機

として穀物等の国際価格が上昇し、約 30 か国が農産物・食品に対する輸出制限的措置を導入

した。これらの措置は食料価格のさらなる上昇を招き、各国のフードセキュリティに対する

懸念を一層高めている。本研究は、農産物・食品に対する輸出制限的措置の経済的・政策的

な誘発要因を分析するとともに、当該措置が各国の食料需給や貿易構造、家計の食料への経

済的アクセスや食料不安に及ぼす影響について、アジア・中東・アフリカを中心にグローバ

ルな視点から検討するものである。特に、WTO の国際規律や食料輸出国の政策動向を含む多

角的分析を通じて、グローバルサウスと先進国におけるフードセキュリティ確保に向けた政

策的含意を導くことを目的とする。

３． 研究課題を構成する研究項目及び年次計画 

研究項目 2023年度 2024年度 2025年度

① 輸出制限的措置の誘発要

因分析とWTO農業協定の

考察

（明治大学） 

文献調査 データ分析 データ分析・原稿作成 

② 米国の輸出制限的措置が

食料需給と貿易構造に与

えた影響評価

（宮城大学） 

文献調査 分析 分析・原稿作成 

③ 輸出制限的措置が食料需

給と貿易構造に与えた多

角的影響評価

（中村学園大学） 

文献調査 貿易データ分析 データ分析・原稿作成 
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④ 輸出制限的措置が食料輸

出入国の需給構造に与え

た影響評価（アジア・中

東・アフリカ諸国）

（筑波大学） 

家計調査データ整

理・消費調査準備 

家計調査データ分

析・消費調査実施 

調査データ分析・原稿

作成 

所要経費（千円） 1,122（千円） 8,613（千円） 8,273（千円） 

４．研究分担者一覧 

研 究 項 目
研究者氏名

(研究者番号ｺｰﾄﾞ) 
所属機関・部署・役職名 

ｴﾌｫｰﾄ

(%)

① 輸出制限的措置の誘発要因分析

と WTO 農業協定の考察

〇作山巧 

（90709081） 

明治大学・農学部・教授 10 

② 米国の輸出制限的措置が食料需

給と貿易構造に与えた影響評価

〇三石誠司 

（10438096） 

宮城大学・食産業学群・

教授 

5 

③ 輸出制限的措置が食料需給と貿

易構造に与えた多角的影響評価

〇株田文博 

（30770672） 

中村学園大学・栄養科学

部・教授 

15 

④ 輸出制限的措置が食料輸出入国

の需給構造に与えた影響評価

（アジア・中東・アフリカ諸

国） 

◎柏木健一

（00447236） 

〇首藤久人 

（40292792） 

〇氏家清和 

（30401714） 

筑波大学・国際総合学

類・教授 

筑波大学・生物資源学

類・准教授 

筑波大学・生物資源学

類・准教授 

30 

20 

10 

（注）研究総括者には◎、研究項目主担当者には○を付すこと。 

５．研究結果等 

 【全期間の研究成果の概要】 

本研究は、近年の農産物・食品の輸出制限的措置の誘発要因を分析するとともに、同措置

が食料需給と貿易構造に与えた影響について、国際制度、主要食料輸出国の政策動向、先進

諸国の食料不安と栄養格差、食料輸入依存の途上国における家計・生産者行動を含む多角的

分析を行った。特に、食料輸出規制の類型や発動期間を精査し、WTO 農業協定違反にあた

る輸出規制を特定することにより、輸出規制の通報義務の履行率は低く、国際規範の実効性

が確保されていないことが明らかとなった。一方、世界最大の食料輸出国・食料支援拠出国

である米国で、バイオ燃料への転換を踏まえたトウモロコシ生産増が世界の食料需給に長

期的影響を与えていること、輸出規制に代わり関税政策が戦略的に活用されており、国内需

要の安定や産業競争力の維持、サプライチェーンの安全保障が長期的に一貫して重視され

ていることが示唆された（戦略的保護主義）。他方、食料輸出規制の影響は価格高騰を通じ

て隠れ栄養失調増加や栄養格差拡大に影響を及ぼしており、先進国でも食料不安や栄養不

足を軽減する公的食料栄養支援制度が重要な役割を果たしていることが確認された。この

ように国際規律が弱まり保護主義が再燃する中で、食料輸出規制は価格伝達を通じて食料

輸入国に価格上昇をもたらし、家計の食料への経済的アクセスや食料不安に負の影響を及

ぼすとともに、農業生産性の低下や農村の政治的不安定化をもたらす可能性が指摘された。

これに対して、公的備蓄や政府配給、食料補助金による価格安定化、家計の消費行動の調整、

国内食料生産の量的・質的強化は、食料価格ショックを緩和する有効な手段となり得ること

が指摘された。かかる多角的分析を踏まえると、国際的な政策協調の枠組み強化に加え、公
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的備蓄や食料・栄養支援の予防的制度の整備、農業生産力の強化を含む外的ショックに強靭

なフードセキュリティ・システムの構築が重要であることが示唆された。 

 

①輸出制限的措置の誘発要因分析と WTO 農業協定の考察 

（１）研究目的 

 本章の目的は、「輸出制限的措置の誘発要因分析と WTO（世界貿易機関）農業協定の考察」

である。このうち、前者については、研究の開始前後に複数の有益な研究成果が刊行された

ため、独自の実証研究ではなく、研究分担者（作山）の既存研究を含む先行研究の要約を中

心とした。他方で、後者については、行政部局から高い関心が寄せられたことに加えて、研

究分担者（作山）が行政官として WTO ドーハ・ラウンド農業交渉を含む多くの国際貿易交渉

に従事した経験があることから、研究の開始直後に公表された「OECD（経済協力開発機構）

食料輸出規制データベース」を活用して、重点的に取り組んだ。 

 

（２）研究成果 

（ア）食料輸出規制の発動要因：先行研究を検証した結果、食料輸出規制の発動要因に関す

る実証研究には不十分な点が多い。すなわち、推計に用いたデータや独立変数は研究毎に

大きく異なっている。特に、He (2022)と Mamun and Laborde (2025)を比較すると、双方に共

通な独立変数のうち都市化度、農業の GDP 割合、1 人当たり農地面積、降水量は、係数が

統計的に有意だが符号は反対となっている。このように、食料輸出規制の発動要因につい

ては、理論と実証の両方で更なる研究が必要である。 

（イ）WTO 協定に違反する輸出数量制限の実態：OECD 食料輸出規制データベースを用いた

分析によれば、発動期間が 1 年以上の輸出数量制限を実施している国はカザフスタンとロ

シアを除く 8 か国だった。また、発動期間が 1 年以上の輸出数量制限の件数は 81 件で、全

体の 24％を占めていた。さらに、それを国別に見ると、件数ではインドが 45 件で最多なの

に対して、割合ではインドネシアが 63％で最多だった。 

（ウ）輸出数量制限の WTO 通報の遵守状況：輸出数量制限に関する WTO 通報の遵守率は、

OECD 食料輸出規制データベース、国連 Comtrade データベース、WTO 農業委員会への輸

出数量制限の通報という 3 つのデータセットを接合することで算出した。この結果、豪州、

ロシア、アルゼンチン、中国、エジプト、インド、インドネシアは、1 件も通報せず、遵守

率は 0％だった。他方で、輸出数量制限を発動した純輸出品目の一部を WTO に通報したカ

ザフスタン、ウクライナ、ベトナムは、遵守率がそれぞれ 33.3％、22.6％、9.7％だった。全

体をまとめると、2007 年から 2024 年 4 月までに輸出数量制限を発動した 10 か国合計の

WTO 通報の遵守率は 4.6%に過ぎなかった。 

 

（３）政策研究への示唆、情報提供等 

 前節までの分析結果を踏まえて、食料輸出規制の規律強化に関する日本の戦略に関して、

発動期間の制限、通報の改善、輸出税の扱い、の 3 点について政策提言した。 

 

（４）今後の課題 

 本章の分析には、対象品目や対象国が限定的であること、国内加工業の保護や国際市場で

の交易条件の改善といった目的での輸出規制がカバーされていないこと、通報の決定要因に

関する実証分析には至らなかったこと、輸出税がカバーされていないこと、といった限界が

あり、その克服が今後の課題である。 

 

②米国の輸出制限的措置が食料需給と貿易構造に与えた影響評価 

（１）研究目的 

本研究では、米国の輸出制限的措置に着目した過去の事例分析から出発し、その政策的含

意を整理するとともに、近年の関税政策の変化を踏まえ、食料需給および貿易構造への影響

の総合的な評価を目的とした。 

研究は３年間で実施した。初年度は文献・資料収集および包括的レビューの上、分析視点
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を整理した。研究期間の第２年度は戦略品目としてのトウモロコシに焦点を当て、米国の需

給構造および政策行動を分析した。最終年度は、前年までの知見を踏まえ、関税政策へと対

象を拡大し、現在の通商環境のもとでの影響評価を実施した。 

 

（２）研究成果 

（ア）米国の輸出制限的措置の性格と発動要因：米国の輸出制限的措置は単なる需給調整手

段ではなく、潜在的なビジネス環境や国際関係を踏まえた経済合理性に基づき運用されて

いる点が判明した。その中でトウモロコシは戦略品目として、エネルギー安全保障や環境

政策、国内農業政策と密接に関連している点が確認された。 

（イ）戦略品目としてのトウモロコシの分析：米国の穀物貿易では既存輸出先との関係維持

が重視され、輸出制限や新規市場開拓は限定的である一方、国内余剰はバイオエタノール

需要により吸収される構造が形成されている。このため、農業生産の安定と新規需要創出

が同時達成されている。 

（ウ）関税政策の変化と貿易構造への影響：近年の関税政策の変化は、従来の輸出制限とは

異なる形で貿易構造に影響を及ぼしている。とくに、米中関係の変化を背景に、農産物貿

易は再編が進展し、日本を含む第三国にも影響が波及している。これにより、穀物調達の

安定性や供給経路の多様化が新たな課題として浮上してきた。 

 

（３）政策研究への示唆、情報提供等 

 本研究を通じ、米国の通商政策が伝統的な「輸出制限」から「関税政策」を活用した輸出制

限的措置へと表面上はシフトしつつも、米国内需給の安定、産業競争力の維持、国際的影響

力の確保を一貫して目的としている点が明らかとなった。 

 また、食料需給と貿易構造は、単独の政策ではなく、エネルギー政策や国家安全保障政策

と連動した複層的な枠組みの中で形成されると理解することが重要である。 

 日本への政策的含意としては、特定国への依存を前提とした従来型の調達構造の見直し、

調達先の多角化および国内生産とのバランスを再検討する必要がある。 

さらに、穀物とエネルギーの連関を踏まえた総合的な政策対応が重要である。その上で、通

商政策の変化を単なるリスクとして捉えるだけではなく、新たなビジネス機会として活用す

る視点も求められる。 

 

（４）今後の課題 

（ア）最終年度でもう一段踏み込もうとした政策決定に関与する具体的アクターの分析 

（イ）個別品目ごとの詳細な需給・価格波及分析 

（ウ）日本の政策対応に関する実証的検討 

これらの課題に取り組むことで、より精緻な政策評価が可能になると考えられる。 

 

③輸出制限的措置が食料需給と貿易構造に与えた多角的影響評価 

（１）研究目的 

本研究は、食料輸出規制や価格変動が世界的な栄養不足に及ぼす影響をマクロ的に分析す

るとともに、先進国においても深刻化する食料不安の実態に着目し、米国および英国の支援

制度を比較検証した。その知見を踏まえ、日本における社会経済的格差に起因する栄養格差

の是正を目的として、予防的公衆衛生投資の観点から「日本版予防的食料栄養支援制度」の

制度設計に向けた政策提言を行うことを目的とした。 

 

（２）研究成果 

分析の結果、食料輸出規制等に起因する国際的な価格上昇は、途上国のみならず先進国の

低所得層にも大きな影響を及ぼし、特に栄養価の高い食品へのアクセス不足による質的栄養

不良が重要な課題であることが明らかとなった。米国では SNAP（Supplemental Nutrition 

Assistance Program）による経済的下支えと健康的食品への誘導策が有効であり、英国では対

象を絞った十分な給付水準の確保が効果的であった。日本においても、量的不足と栄養の偏
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りによる健康リスクの二重負荷が進行している一方、既存制度にはスティグマ、支援の不安

定性、給付の代替効果等の構造的課題が認められた。 

 

（３）政策研究への示唆、情報提供等 

上記成果を踏まえ、日本の社会制度に適合した公的支援策として、厳格な対象設定、栄養

の質の確保、デジタル化による秘匿性向上を基本原則とする「日本版予防的食料栄養支援制

度」の創設を提案する。具体的には、通常の購買行動の中で利用可能な EBT（電子バウチャ

ー）を導入し、基礎的な食料保障に加え、生鮮食品等に限定した栄養強化給付枠を設ける。

さらに、健康的な食品選択に対するポイント付与機能を組み合わせることで、量的不足の解

消と質的改善を同時に図り、中長期的には生活習慣病予防、医療費抑制、子どもの人的資本

形成に資する戦略的投資として位置付けられる。 

 

（４）今後の課題 

今後の課題として、第一に、日本における世帯レベルの食料安全保障状況を継続的に把握

するためのデータ基盤および省庁横断的な監視体制の整備が必要である。第二に、制度の受

容性と実効性を高める観点から、EBT アプリを活用した非対面型の栄養教育やポイント付与

による行動変容支援など、利用者の心理的負担を抑制しつつ効果を高める運用手法について、

実証的な検証を進める必要がある。 

 

④輸出制限的措置が食料輸出入国の需給構造に与えた影響評価（アジア・中東・アフリカ諸

国） 

（１）研究目的 

本研究では、農産物・食品の輸出制限的措置が、アジア、中東、アフリカの食料輸入国と

輸出国における価格伝達性や需給構造をよりミクロレベルで実証的に分析する。特に、農産

物・食品の価格変動が家計の食料消費や食料選好、農家家計の生産行動に及ぼす影響を構造

的に分析し、国際価格変動のリスクを緩和するフレームワークの構築を図る。 

 

（２）研究成果 

 本研究課題では、まず食料輸出規制がフードセキュリティに与える影響を多面的に分析し

た。国レベルのパネルデータや家計データを用いた実証分析によれば、輸出禁止は発動国自

身の食料供給や栄養利用には大きな影響を与えない一方で、政治的安定性を低下させること

でフードセキュリティの「安定性」を損なう可能性が示され、食料輸出禁止措置の有効性に

は疑問があることが明らかとなった。また、食料価格上昇は中程度・重度の食料不安を増加

させ、家計の食事量を減少させる影響が確認され、特に教育水準の低い層ほどその影響を強

く受ける一方で、その他の属性による差は限定的であることが示された。 

また、輸出規制をはじめとする国際市場における供給の不安定性が及ぼす影響について、

価格伝達構造の観点から輸入国市場への影響について分析をおこなった。ネパールの玉ねぎ

価格、東南アジアの小麦輸入単価を対象にした分析結果はいずれも国際市場の供給の不安定

性ないしは制限が、輸入国の直面する価格を上昇させることを示している。また国際的な取

引量がほとんどないエチオピアの主要食料であるテフ価格についても、小麦といった国際的

に取引量が多い穀物の国際市場における供給制限の影響を受けていることが明らかになっ

た。これらは輸出規制をはじめとする国際市場での供給制限が輸入国の食料価格上昇を通じ

て輸入国のフードセキュリティに懸念をもたらすことを示している。 

 国際的な食料農産物の供給の制限は、輸入国の食料価格上昇につながるため、消費者のフ

ードセキュリティへの影響やそのための政府の対応が求められることがある。ネパールの家

計調査による分析では、家計がリスクへの対応を行うものの、食料の価格上昇がフードセキ

ュリティ悪化に影響を及ぼしていることを明らかにした。インドからコメを輸入することが

あるバングラデシュでは、2023 年のインドの輸出規制の時期においても国内のコメの価格の

上昇は他のインドからのコメの輸入国と比べても低位に収まっていたが、この背景に政府の

備蓄米の売り渡しによる価格安定化の影響があることを政府米の売り渡しとコメの卸売価格
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の関係から明らかにした。一方、輸入穀物を用いて食料補助を行っている国も多い、エジプ

トでの選択実験の結果からパンの市場価格高騰が食料補助金への依存度を高めており、食料

不安を抱えている家計ほどその傾向が強いことが明らかになった。 

 輸出規制への懸念は農産物や食料に限ったものではない。我が国でも肥料原料を海外に依

存していることから、生産資材の輸出規制・供給制限への不安が想定される。スリランカで

行われた政府による一時的な化学肥料の輸入の禁止の影響を生産費統計に基づく地域別のパ

ネルデータを用いた技術効率性分析によって明らかにした。禁輸が行われた翌作付期におい

てほぼすべての地域で技術変化指標が低下したことが明らかになった。 

 一方、輸入国での変化もみられる。輸出規制をはじめとする国際市場における供給の不安

定性がもたらす影響への対応としてアフリカ諸国のコメの増産がある。セネガルにおいて本

研究で行った家計調査は、近年国産米の品質への消費者の評価が高まっていることを明らか

にした。これらの地域でのさらなる生産の増大が輸入穀物との品質の競合も維持する形で行

われれば、輸出規制への脆弱性の低下につながることが期待される。 

 輸出規制を行う国の動機にかかわる分析も行った。インドでの消費者への選択実験を通じ

て、市場価格の上昇によって政府による分配穀物への需要が高まる可能性が明らかになった。 

他方、中東諸国を対象に食料価格高騰や食料輸出規制が政治的不安定化に及ぼす影響を実

証的に分析した。実証分析には、国別データや県別データを用いて分析した結果、食料価格

の上昇はテロ活動や暴動・デモを増加させ、紛争リスクを高めることで政治的安定性を損な

う可能性が示された。また、食料輸出規制については、都市住民には一定の恩恵をもたらす

一方で農村住民には負の影響を及ぼし、結果として政治的安定化にはつながりにくいことが

明らかとなった。 

（３）政策研究への示唆、情報提供等 

 輸出規制は輸入国のフードセキュリティを脅かすものであるが、輸出規制を行う動機に輸

出国の生産状況や市場価格の上昇による輸出国自身のフードセキュリティへの対応がある。

つまり、国際的市場の不安定性を緩和するような国際的な枠組み構築が必要とされている。 

 

（４）今後の課題 

我が国の農業・食品製造業・外食産業は、海外からの原料や生産資材供給に依存している。

また、海外に進出している国内企業も多く存在する。輸出規制の我が国の食品産業に及ぼす

影響、そして食品産業からの内需を通じての国内農業への影響も検証する必要がある。 
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Ⅱ 最終報告書（詳細版） 

 

【報告書タイトル】 

 令和７年度連携研究スキームによる研究（委託研究課題）（令和５年度採択課題）「農産

物・食品の輸出制限的措置が先進国とグローバルサウスの食料需給・貿易構造に及ぼす影響

に関する研究」最終報告書 

本編 

第１章 研究全体の要約 

（１）研究テーマ及び委託研究課題設定の背景・論点 

新型コロナウイルスの流行やウクライナ危機の発生により世界の食料価格が高騰する中、

自国の食料供給安定化を優先した輸出制限的措置（禁輸、輸出税、数量制限等）が多くの国

で連鎖的に発動されている。しかし、かかる保護主義的措置（食料保護主義）は国際市場の

更なる不安定化を招き、食料輸入国を中心に価格上昇による食料供給不足・食料不安を招き、

世界的な栄養不足や栄養格差の拡大に波及している。また、世界の主要食料輸出国である米

国のバイオ燃料政策や関税政策の影響も受け、グローバルサウスの食料需給と貿易構造はよ

り複雑な相互依存関係の中で形成されている。 

本研究は、近年の農産物・食品の輸出制限的措置の経済的・政策的誘発要因を分析すると

ともに、同措置が食料需給と貿易構造に与えた影響について、WTO 農業協定による国際制

度、主要食料輸出国の政策動向、先進諸国の食料不安と栄養格差、食料輸入依存の途上国に

おける家計・生産者行動の各視点から多角的に検討し、グローバルサウスと先進国における

フードセキュリティ確保に向けた政策的含意を導くことを目的とした。具体的には、第一に、

これまでの食料価格高騰期の経験を基に近年連鎖的に発動される輸出規制の要因を分析する

とともに、WTO 農業協定に違反しうる輸出規制の特定、同協定の通報義務の遵守状況を把握

することにより、輸出規制に関する国際規律の有効性を検討した。第二に、米国に代表され

る主要食料輸出国が、バイオ燃料政策や輸出規制に代わる関税政策を戦略的に導入している

ことによる影響を分析した。第三に、国際食料価格の上昇が途上国だけでなく先進国の低所

得層にも波及し、栄養の質的低下（隠れ栄養失調）や栄養格差を伴う新たなフードセキュリ

ティの問題を生んでいる点に着目した。第四に、食料輸出規制や食料価格上昇の影響が家計

の消費行動や食料不安、農業の生産者行動にどのように影響しているのか、どのような食料

価格ショックの緩和行動が機能しているのかを実証的に検証した。 

 

（２）研究の方法の概要と研究項目の位置づけ 

本研究は、近年の連鎖的食料輸出規制発動の要因と影響を以下 4 つの研究課題から分析し

た。出発点となる研究項目①では、食料輸出規制の発動要因を分析した先行研究のレビュー

とともに、国連貿易データと OECD の食料輸出規制データベースによる分析を通じて、WTO

農業協定に違反しうる輸出規制と同協定の通報義務遵守率を算出し、国際規律が実効性を欠

いている可能性があることを指摘した。このように国際制度や規律が有効に機能しない状況

において、食料輸出国の政策行動にはどのような傾向がみられるのか。研究項目②では、世

界最大の食料輸出国・食料支援拠出国である米国を対象に、過去の輸出規制の事例分析とそ
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の政策的含意を整理するとともに、エネルギー政策の転換や近年の関税政策の変化を踏まえ、

食料需給と貿易構造への影響の総合的に評価した。このような米国を含む食料輸出国の食料

保護主義の再燃の帰結として、国際食料価格の高騰は食料輸入国にどのような影響を及ぼし

たのか。この問題を分析するために、研究項目③では、食料価格変動が世界的な栄養不足に

及ぼす影響をマクロ的に分析するとともに、米国と英国における食料不安の現状と対応策を

比較分析した。特に、先進国においても低所得層を中心に栄養の質的低下が生じている点を

新たなフードセキュリティ問題として捉えた。これに対して、研究項目④では、アジア・中

東・アフリカの食料輸入国を対象によりミクロな視点から輸出規制や食料価格上昇が家計や

農家の行動にどのように影響するかを家計調査や選択実験により実証的に分析した。 

 

（３）研究項目ごとの結果の概要 

研究項目①：輸出数量制限の発動要因と国際規律（食料輸出数量制限はなぜ発動されるのか、

また WTO 農業協定の国際規律は有効に機能しているのか）：食料輸出規制の発動要因を分

析した先行研究の比較検証により、輸出数量制限の発動には、不作や紛争に加え、市場構造

や価格動向、自然条件など様々な要因が関与している可能性があるが、決定的要因は見出し

にくいことが明らかとなった。また、貿易データと OECD 食料輸出規制データベースの分析

から、WTO 協定違反となりうる 1 年以上継続する措置が一定割合存在することが確認され

た。また、WTO への通報遵守率は低く、国際規律の実効性には課題があることが示された。 

研究項目②：米国の農業・通商政策の背景と影響（食料輸出国である米国はどのような農業・

通商政策を展開してきたのか、輸出規制や関税政策を通じてどのように食料需給と貿易構造

に影響を与えているのか）：米国の輸出制限的措置は、単なる国内需給調整ではなく、関税

政策やエネルギー政策と組み合わされた戦略的な政策体系の一環として運用されていること

が明らかとなった。特にトウモロコシは、バイオエタノール需要によって国内余剰が吸収さ

れる構造にあり、生産安定と需要創出が同時に達成されている。また、近年の対外関係の変

化に伴う関税政策は、国内需要の安定、産業競争力の維持、サプライチェーンの安全保障を

戦略的かつ長期的に重視しており、農産物貿易の再編を通じて食料輸入国に大きな影響を及

ぼしていることが明らかとなった。 

研究項目③：先進国における食料不安と栄養問題への影響（食料輸出規制や食料価格上昇は

先進国のフードセキュリティと栄養格差にどのような影響を及ぼすのか、どのような支援政

策が有効か）：国際食料価格の上昇は、途上国のみならず先進国の低所得層にも影響を及ぼ

し、カロリー不足ではなく栄養摂取の質的低下を伴う新たなフードセキュリティ問題が顕在

化していることが示された。米国と英国の制度分析からは、所得支援と健康的食品へのアク

セス改善を組み合わせた政策が有効であることが確認された。日本では公的食料・栄養支援

制度利用に関するスティグマや給付の不安定性など制度的制約が残り、改善の必要性が明確

となった。 

研究項目④：発展途上国における家計・生産者への影響（食料輸出規制や食料価格上昇は途

上国の家計の消費行動や農家の生産行動にどのような影響を与えるのか）：アジアや中東、

アフリカ諸国を対象に食料価格変動や輸出規制の影響についてミクロの視点から実証分析を
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行った。インドやウクライナの小麦輸出不安定化がインドネシアやタイの小麦輸入単価に影

響を与えること、インドの玉葱禁輸措置がネパールの玉葱価格高騰に影響を与えること、中

東諸国における食料価格高騰が政治的不安化をもたらし、輸出規制は農村住民の不満増加を

もたらす可能性があることが実証された。ネパールでは家計データを用いて価格高騰等のシ

ョックに対する家計の対応戦略とフードセキュリティとの関係を検証し、価格上昇が家計の

対応行動にもかかわらずフードセキュリティを悪化させることを示した。バングラデシュで

は、政府による公的備蓄放出が価格安定化に及ぼす効果を分析し、政府備蓄の放出は価格安

定に寄与することを明らかにした。エチオピアでは、輸出規制によるコメ、小麦、トウモロ

コシの国際価格の不安定性が伝統的食料（テフ）の国内価格にどのように伝搬するかを分析

し、両者に連動性があることを検証した。インドからのコメ輸入に依存するセネガルを対象

に家計調査データを分析し、国産米に対する消費者評価が向上していることを確認し、輸出

規制への対応策として国内生産の量的・質的向上が重要であることを指摘した。また、セネ

ガルで世帯調査を行い、インドからの輸入米の価格高騰によって食料支出が増加し、食料不

安を抱える世帯が多い実態が明らかとなった。仮想的に輸出規制が生じたと想定できるスリ

ランカを対象に化学肥料輸入禁止が国内稲作に及ぼす影響を検証し、技術効率性を低下させ

る影響があることを示した。インドの穀物配給システムやエジプトとトルコの食料補助金制

度に関し、食料の市場価格の変化が政府配給や補助金付き食料の潜在的需要に及ぼす影響を

選択実験アプローチにより分析し、市場価格上昇によって政府配給や補助金付き食料の選択

確率が増加することが指摘された。 

 

（４）結論 

本研究は、近年の農産物・食品における輸出制限的措置の誘発要因を解明するとともに、

当該措置が食料需給と貿易構造に及ぼす影響について多角的な分析を行った。具体的には、

国際制度の枠組み、主要食料輸出国の政策動向、先進諸国における食料不安と栄養格差、さ

らに食料輸入依存下にある途上国の家計・生産者行動を分析対象とした。まず、食料輸出規

制の類型および発動期間を精査し、WTO 農業協定に抵触する輸出規制を特定した。その結

果、輸出規制の通報義務履行率は低位に留まっており、国際規範の実効性が十分に確保され

ていない実態が明らかとなった。一方、世界最大の食料輸出・支援拠点である米国では、バ

イオ燃料への転換に伴うトウモロコシ増産が世界の食料需給に長期的影響を及ぼしているこ

とが確認された。また、直接的な輸出規制に代わり関税政策が戦略的に活用されており、国

内需要の安定、産業競争力の維持、およびサプライチェーンの安全保障を重視する「戦略的

保護主義」が一貫して採用されていることが示唆された。他方、輸出規制に伴う価格高騰は、

隠れ栄養失調の増加や栄養格差の拡大を招いており、先進諸国においても公的栄養支援制度

が食料不安の軽減に枢要な役割を果たしていることが判明した。国際規律が形骸化し保護主

義が再燃するなか、輸出規制は価格伝達を通じて輸入国に価格上昇をもたらし、家計の食料

への経済的アクセスや農業生産性に負の影響を及ぼしている。これに対し、公的備蓄や政府

配給、食料補助金による価格安定化、家計の消費行動調整や国内生産の量的・質的強化が、

価格ショックを緩和する有効な手段となり得ることが導出された。 
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以上の多角的分析に基づき、持続的なフードセキュリティの確立に向けては、食料保護主

義に対抗する国際的政策協調の枠組強化に加え、予防的食料・栄養支援制度の整備、農業生

産力の増強を包含する食料安全保障政策が重要であると結論付けられた。また、食料輸出規

制の負の波及を抑制し、持続的なフードセキュリティを確保するためには、個々の家計の対

応だけではなく、公的支援を含めた包括的対応が不可欠である。第一に、WTO 農業協定の枠

組において、通報義務の厳格化、発動期間の上限設定、輸出税の規律対象化を進め、透明性

と予見可能性を高めることが重要である。第二に、国家レベルでは、特定国への依存を前提

とした食料調達構造を見直し、調達先の多角化、国内生産基盤の強化、戦略的備蓄の活用を

組み合わせた供給安定化戦略を構築することが重要である。第三に、社会政策として、食料

価格高騰の影響を受けやすい低所得層に対し、栄養の質を重視した支援制度や迅速に発動可

能なセーフティネットを整備することが重要である。これらを相互に連動させることで、外

的ショックに強靭な食料安全保障システムの構築が求められる。 

 

第２章 輸出制限的措置の誘発要因分析と WTO農業協定の考察 

（１）研究目的 

本章の目的は、「輸出制限的措置の誘発要因分析と WTO（世界貿易機関）農業協定の考察」

である。このうち、前者の「輸出制限的措置の誘発要因分析」（政治経済学的、国際経済法

的視点から輸出制限的措置が導入、継続される誘発要因の分析）については、研究の開始前

後に複数の有益な研究成果が刊行されたため、独自の実証研究ではなく、研究分担者（作山）

の既存研究を含む先行研究の要約を中心とした。他方で、後者の「WTO 農業協定の考察」

（WTO 農業協定の文脈で輸出制限的措置の発動抑止に向けた新たな国際ルール構築の考察）

については、行政部局から高い関心が寄せられたことに加えて、研究分担者（作山）が行政

官として WTO ドーハ・ラウンド農業交渉を含む多くの国際貿易交渉に従事した経験がある

ことから、研究の開始直後に公表された「OECD 食料輸出規制データベース」を活用して、

重点的に取り組んだ。 

 

（２）研究成果 

（ア）食料輸出規制を巡る国際ルール 

「米国の輸出規制を補助金として扱う措置」に関する WTO 紛争解決パネル報告（WTO、 

2001）は、「輸出規制」（export restraint）を「輸出数量を明確に制限し若しくは輸出が許可

される状況に対する明確な条件を付与する政府の法律や規則の形式を取った、又は輸出数量

を制限する意図を持って産品の輸出に対して政府が賦課する課徴金若しくは税の形式を取っ

た国境措置」と述べており、本章ではこの定義を用いる。このうち前者は数量による規制で、

輸出禁止、輸出割当、輸出許可、最低輸出価格が含まれるのに対し（Wu, 2021: 24）、後者は

価格による規制で、輸出税が該当する。本章では前者を「輸出数量制限」（export restriction）、

後者を「輸出税」（export tax）と呼んだ上で、両者を合わせて「輸出規制」と総称する。 

 WTO 協定で物品貿易を対象とする GATT（関税及び貿易に関する一般協定）では、輸出入

を制限する措置として関税以外を禁止し、この原則は輸出入に対して基本的に同様に適用さ
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れる。具体的には、GATT 11 条 1 項は、「他の締約国の領域の産品の輸入について、又は他

の締約国の領域に仕向けられる産品の輸出若しくは輸出のための販売について、割当による

と、輸入又は輸出の許可によると、その他の措置によると、関税その他の課徴金以外のいか

なる禁止又は制限も新設し、又は維持してはならない」と規定している。つまり、輸出に関

しては、「輸出税は容認する一方で数量制限は禁止」というのが GATT の原則である。 

 他方で、GATT 11 条 2 項（a）は輸出数量制限の例外について規定し、「輸出の禁止又は制

限で、食料その他輸出締約国にとって不可欠の産品の危機的な不足を防止し、又は綬和する

ために一時的に課するもの」には、GATT 11 条 1 項は適用されない。ただし、食料に対する

輸出数量制限には、WTO 農業協定の追加的な規律が課されている。具体的には、WTO 農業

協定 12 条では、GATT 11 条 2 項（a）に基づく輸出数量制限を発動する加盟国は、それが食

料輸入国の食料安全保障に与える影響を考慮しなければならない（12 条 1 項（a））。また、

発動国は、輸出数量制限を実行可能な限り事前に WTO 農業委員会に通報し、要請があれば

実質的な利害関係を有する輸入国と協議しなければならない（12 条 1 項（b））。上記の規律

は、先進国と当該食料の純輸出国である開発途上国に適用される（12 条 2 項）。 

（イ）食料輸出規制の発動要因 

 食料輸出規制の決定要因に関する理論モデルについて、実際のデータで検証した実証研究

として、作山（2012）、He（2022）、Mamun and Laborde（2025）が挙げられる。 

 まず、推計モデルに関しては、全ての先行研究において、従属変数は食料輸出規制の発動

を 1、非発動を 0 とするプロビット・モデルを用いている。また、対象とする食料輸出規制

の範囲については、全ての先行研究が輸出数量制限と輸出税の両方を対象としている。デー

タの構造については、作山（2012）は、2007～2008 年の食料価格高騰時を対象とした国を単

位とする横断面データなのに対して、He（2022）は国×品目×年のパネルデータ、Mamun and 

Laborde （2025）は国×品目×月のパネルデータである。データソースに関しては、作山（2012）

は既存の国際機関のデータを活用しているのに対し、He（2022）は、前項で紹介した独自の

データセットを用い、Mamun and Laborde（2025）は、前項で紹介した IFPRI が作成したデー

タベースである Laborde（2024）を用いている。 

 独立変数は、依拠する理論モデルに応じて異なっている。すなわち、作山（2012）は財政

状況を中心としているのに対し、He（2022）と Mamun and Laborde（2025）は広範な要因を対

象としている。これらの推計結果をまとめると、輸出規制の発動を促進する統計的に有意な

要因は、発展段階（エンゲル係数の高さ）、農業生産（穀物自給率の高さ）、市場構造（市

場支配力（輸入需要弾性値の逆数）の強さ、川下の市場集中度の高さ、品目生産量の対世界

割合の高さ）、価格の動向（物価上昇率、食料価格上昇率、国際価格変化率）、自然条件（気

温の高さ）だった。これに対して、輸出規制の発動を抑制する統計的に有意な変数は、政府

統治（説明責任指数の高さ）、財政状況（財政収支率の高さ）、自然条件（人口密度の低さ）

だった。 

 他方で、食料輸出規制の発動要因に関する実証研究には不十分な点が多い。すなわち、推

計に用いたデータや独立変数は研究毎に大きく異なっている。特に、He（2022）と Mamun and 

Laborde（2025）を比較すると、双方に共通な独立変数のうち都市化度、農業の GDP 割合、1
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人当たり農地面積、降水量は、係数が統計的に有意だが符号は反対となっている。このよう

に、食料輸出規制の発動要因については、理論と実証の両方で更なる研究が必要である。 

（ウ）WTO 協定に違反する輸出数量制限の実態 

 2009 年に「中国の鉱物資源の輸出規制措置」について紛争解決パネルが設置され、パネル

報告（WTO, 2011）と上級委員会報告（WTO, 2012）が 2012 年に WTO 紛争解決機関で採択

された。この紛争の対象物品はボーキサイトで食料ではないが、GATT 11 条 2 項（a）に関し

て法的拘束力を持つ解釈が示された意義は大きい。 

 上記の紛争解決報告の最大の意義は、「一時的に課する」の限定的な解釈を明確化したこ

とである。つまり、耕種作物の多くは単年性で、危機的な不作でも翌年には回復が可能で、

そうでなくても 1 年あれば国際価格が下落し、他の調達方法もあり得る。また、上記の農業

交渉モダリティ 4 次案（WTO, 2008）や CPTPP 協定でも、GATT 11 条 2 項（a）に基づく輸

出数量制限の発動期間は最長 1 年とされている。このため、本章では発動期間が 1 年以上の

輸出数量制限を WTO 協定違反と判断した。 

 OECD 食料輸出規制データベースを用いた分析によれば、発動期間が 1 年以上の輸出数量

制限を実施している国はカザフスタンとロシアを除く 8 か国だった。また、発動期間が 1 年

以上の輸出数量制限の件数は 81 件で、全体の 24％を占めていた。さらに、それを国別に見

ると、件数ではインドが 45 件で最多なのに対して、割合ではインドネシアが 63％で最多だ

った。 

（エ）輸出数量制限の WTO 通報の遵守状況 

 輸出数量制限に関する WTO 通報の遵守率は、OECD 食料輸出規制データベース、国連

Comtrade データベース、WTO 農業委員会への輸出数量制限の通報という 3 つのデータセッ

トを接合することで算出した。 

 この結果、豪州、ロシア、アルゼンチン、中国、エジプト、インド、インドネシアは、1 件

も通報せず、遵守率は 0％だった。他方で、輸出数量制限を発動した純輸出品目の一部を WTO

に通報したカザフスタン、ウクライナ、ベトナムは、遵守率がそれぞれ 33.3％、22.6％、9.7％

だった。全体をまとめると、2007 年から 2024 年 4 月までに輸出数量制限を発動した 10 か国

合計の WTO 通報の遵守率は 4.6%に過ぎなかった。 

 

（３）政策研究への示唆、情報提供等 

 前節までの分析結果を踏まえて、食料輸出規制の規律強化に関する日本の戦略に関して政

策提言した。 

（ア）発動期間の制限 

 前節（ウ）の分析結果から、輸出数量制限の 24％は発動期間が 1 年以上であることが分か

った。こうした輸出数量制限は、「中国の鉱物資源の輸出規制措置」に関する WTO 上級委

員会報告における「一時的な必要性を満たすために、限定的な期間にとられる措置」という

判例を踏まえれば、GATT 11 条 2 項（a）の「一時的に課する」という要件を満たさないと考

えられる。こうした解釈を担保して輸出数量制限の乱用を抑制するには、上記の上級委員会

報告における「危機的な不足の防止又は緩和」や「一時的に課する」といった用語の解釈を
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反映した「GATT 11 条 2 項（a）に関する解釈了解」を WTO の閣僚会議か一般理事会で採択

すれば、法的な拘束力を持たせることができる（WTO 設立協定 9 条 2 項）。 

（イ）通報の改善 

 前節（エ）の分析結果から、WTO 通報義務の遵守率はわずか 4.6%に過ぎないことが分か

った。その一因は、輸出数量制限に関する WTO 協定上の主要な用語の定義が確立されてい

ないことにある（Sharma, 2011: 22-23）。具体的には、GATT 11 条 2 項（a）に関しては、「食

料」（foodstuffs）の範囲に WTO 加盟国間で合意がなく、農業協定附属書 1 のように、「食

料」の範囲を関税番号で規定しない限り曖昧さは解決しない。また、WTO 農業協定 12 条で

も、「可能な限り事前（に通報）」、「輸入国として実質的な利害関係を有する他の加盟国」、

「必要な情報」（以上は 1 項（b））、「ある食料の純輸出国」（2 項）といった用語の定義

もない。このため、「食料」や「純輸出国」といった上記の曖昧な用語を定義した上で、そ

の履行を WTO 事務局が監視する決定を WTO 農業委員会で採択すれば、輸出数量制限に関

する WTO 通報義務の履行確保が期待される。 

（ウ）輸出税の扱い 

上記の提言は輸出数量制限に関するもので、輸出税は対象外である。その理由は、輸出数

量制限は GATT 11 条 1 項で原則として禁止され、その例外としての輸出数量制限が GATT 11

条 2 項（a）や WTO 農業協定 12 条で規律されているのに対して、輸出税は輸入関税と同様

に明示的に認められているからである。つまり、輸入関税は、WTO 協定上のルールではなく、

累次の交渉を経た各国の譲許表において漸進的に削減されており、輸出入を原則として対称

的に扱う GATT を前提とすれば、輸出税も同様の扱いにならざるを得ない。こうした経緯を

踏まえると、輸出税を維持する場合は譲許表に明記し、それ以外の輸出税の新設・維持を禁

止するという CPTPP 協定のアプローチが参考になると考えられる。 

 

（４）今後の課題 

 本章の分析には限界もある。第 1 に、OECD 食料輸出規制データベースに依拠したため、

穀物と大豆という対象品目や AMIS 参加 28 か国という対象国が限定的となった。例えば、対

象品目は、GATT 11 条 2 項（a）の「食料」だけでなく、上記の 1994 年 GATT 決定の「基礎

的食料」より狭く、WTO 通報にある畜産物や砂糖等が含まれていない。また、対象国も、例

えば、国際価格の上昇に伴う飢餓輸出を防止するために小国が発動する食料輸出規制は含ま

れていない。このため、本章で分析対象とした食料輸出規制は、件数で見れば全体の一部に

過ぎない。第 2 に、第 2 節（ウ）の発動期間に関する分析では、対象品目が穀物と大豆に限

られているため、国内加工業の保護や国際市場での交易条件の改善といった目的での輸出規

制が十分にカバーされていない可能性がある。第 3 に、第 2 節（エ）の通報の遵守状況に関

する分析では、発動実績のある国が 10 か国しかないため、Karlas and Parízek（2020）のよう

な通報の決定要因に関する実証分析には至らなかった。第 4 に、現行の WTO 協定の規律を

前提としたため、輸出税が対象から外れ、分析に基づく提言ができなかった。これらの限界

の克服が今後の課題である。 
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第３章 米国の輸出制限的措置が食料需給と貿易構造に与えた影響評価 

（１）研究目的 

世界の穀物需給を取り巻く環境は大きく変化している。その中で、主要農産物輸出国であ

る米国の政策動向は、国際市場に対してだけでなく、大量の穀物を米国から輸入している日

本に対しても多大な影響力を持つ。従来、穀物市場のかく乱要因のひとつとしては輸出制限

的措置が注目されてきた。しかし、近年では、関税政策や経済安全保障を含む広義の通商政

策の重要性がこれまで以上に増加している。そこで本研究では、米国の輸出制限的措置に着

目した過去の事例分析から出発し、その政策的含意を整理するとともに、近年の関税政策の

変化を踏まえ、食料需給および貿易構造への影響の総合的な評価を目的とした。 

研究は以下のとおり、３年間にわたり段階的に実施した。 

（ア）初年度：米国の輸出制限的措置の性格と発動要因 

文献、行政資料、既存研究の整理を通じて、米国の輸出制限的措置の特徴と発動要因を分

析した。その結果、経済合理性、戦略品目の位置づけ、政策の重層性という３つの視点を抽

出した。 

（イ）２年度：戦略品目としてのトウモロコシの分析 

輸出制限措置の背景にある需給構造を明らかにするため、トウモロコシを対象に、需給動

向、用途別需要、政策的支援の実態を分析した。とくに飼料用需要からエネルギー用途（バ

イオエタノール）へのシフトに着目した。 

（ウ）３年度：関税政策の変化と貿易構造への影響 

過去の輸出制限措置の分析枠組みを援用しつつ、近年の関税政策の変化が需給および貿易

構造に与える影響を検討した。特に米中関係の変化と日本を含む第三国への波及効果を重視

した。 

 

（２）研究成果 

（ア）米国の輸出制限的措置の性格と発動要因 

分析の結果、米国の輸出制限的措置における以下の特徴が明らかとなった。第一に、政策

判断は必ずしも国内の需給ひっ迫のみを反映したものでなく、潜在的なビジネス機会や国際

市場における地位と影響力の維持など経済的視点が重視されている。第二に、トウモロコシ

に代表される戦略品目は、単なる農産物ではなく、エネルギー・環境・安全保障と結びつい

た複合的資源として位置づけられている。第三に、以上の結果、政策は農業政策単独ではな

く、エネルギー、環境、通商の各政策が重層的に作用する形で形成されている。 

（イ）戦略品目としてのトウモロコシの分析 

トウモロコシを対象とした分析から、米国の長期戦略の特徴が判明した。まず、輸出市場

では、既存顧客との関係性が重視され、新規市場の開拓や輸出制限の発動は慎重に運用され

ている。これは、長期的な信頼性の確保が市場支配力の維持には直結するためと考えられる。 

一方、米国内では、生産拡大を前提としつつ、余剰分をバイオエタノール需要で吸収する構

造が形成されている。この仕組みにより、価格安定、農業所得の維持、新産業の創出が同時

に達成されている。 
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（ウ）関税政策の変化と貿易構造への影響 

近年の関税政策の変化は、伝統的な輸出制限的措置とは異なるメカニズムで市場に影響を

与えている。とくに、米中間の通商摩擦は、農産物貿易の流れを大きく変化させている。中

国による輸入先の多角化、米国による輸出先の再編は、結果として第三国市場に波及し、国

際価格および供給構造に変化をもたらした。こうした変化は、日本を含む輸入国に対し、調

達先の再編やリスク分散の必要性を強く認識させるものとなった。さらに重要な点として、

関税政策が単なる価格調整手段ではなく、政治的・戦略的意図を伴う政策手段として機能し

ており、その影響が長期的かつ構造的である点が重要である。 

 

（３）政策研究への示唆、情報提供等 

本研究の結果、米国の通商政策における重点が「輸出制限的措置」から「関税政策」にシ

フトしつつも、その根底にある政策目的は中長期的に一貫していることが明らかになった。

その目的とは、国内需給の安定、農業部門の競争力維持、そして国際市場における影響力の

確保である。また、輸出制限的措置と関税という異なる政策手段は、それぞれ異なる経路で

市場に影響を与えつつも、結果として国際的な需給構造の再編を促す点で共通していると考

えることができる。 

以上を踏まえると、本研究の政策的含意は、以下３点に集約できる。第一に、日本の穀物

調達戦略は、特定国への依存を前提とした従来の枠組みを押さえつつも、多角的な調達構造

へと転換する必要がある。第二に、穀物とエネルギーの連関を踏まえた政策設計が不可欠で

あり、国内農業のあり方についても再検討が求められる。第三に、通商政策の変化はリスク

であると同時に、ビジネスの機会でもある。そのため、今後は新たな市場や技術への対応を

通じて、これらの変化を戦略的に活用する視点が益々重要となる。 

 

（４）今後の課題 

（ア）最終年度でもう一段踏み込もうとした過去の米国の重要な政策決定に関与する具体的

アクターの分析である。この点については、研究年度内に成果の公表は難しかったが、継

続課題としていきたい。 

（イ）個別品目ごとの詳細な需給・価格動向分析 

（ウ）日本の政策対応に関する実証的検討 

これらの課題に取り組むことで、より精緻な政策評価が可能になると考えられる。 

 

第４章 輸出制限的措置が食料需給と貿易構造に与えた多角的影響評価 

（１）研究目的 

 食料価格変動が世界的な栄養不足に及ぼす影響をマクロ的に分析するとともに、食料不安

が途上国のみならず先進国でも高まっていることから、米国および英国における食料不安の

現状と対応策を比較分析し、その教訓を活かして、社会経済的地位と栄養格差の是正を目的

とする日本への具体的な政策提言（予防的公衆衛生投資としての「日本版予防的食料栄養支

援制度」の設計）を提案する。 
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（２）研究成果 

 食料輸出規制等のマクロな要因によるグローバルな食料価格の変動は、途上国のみならず

先進国の脆弱層にも直接的な打撃を与えている。先進国における食料不安の根本には所得格

差等の構造的な経済的制約が存在し、価格高騰や円安がその脆弱性を一気に顕在化させてい

る。 

米英のデータ分析から、食料不安がカロリー不足だけでなく、栄養価の高い食品への経済

的アクセス困難という「質的」な問題（隠れ栄養失調）を引き起こしていることが確認され

た。米国の SNAP の大規模な経済的バッファー機能や栄養面での条件付け（SNAP+モデルの

インセンティブ）の有効性、および英国のターゲット型支援における実効性のある給付水準

の重要性が教訓として抽出された。 

日本においても、経済的制約による「極度の量的不足」と、安価な食事に偏ることによる

「栄養不足の二重負荷（肥満や健康被害）」の二極化が進行している。しかし、既存のセー

フティネット（生活保護や子ども食堂等）は、利用に伴うスティグマ（心理的障壁）や支援

の不安定さ、あるいは非制限の給付による代替効果（食費以外に充当され栄養改善に繋がら

ない問題）といった構造的限界を抱えていることが明らかとなった。 

 

（３）政策研究への示唆、情報提供等 

 上記（２）の研究成果を踏まえ、日本の社会構造に適応した公的支援プログラムとして、

厳格なターゲティング、栄養の質の重視、デジタル化による秘匿性確保を基本原則とする日

本版予防的食料栄養支援制度の創設を提案する。 

日本の支援制度における最大の障壁であるスティグマを回避するため、利用者が周囲の目

を気にせず通常の買い物として利用でき、かつ利用履歴の追跡が可能な EBT（電子バウチャ

ー）制度を導入する。 

米国の SNAP+モデルを参考に、利用者の健康的な選択を積極的に後押しするため、食料不

安の「量」の危機を底上げしつつ、「質」の悪循環も同時に断ち切るための包括的かつ合理

的な制度設計を目指す。具体的には、量的な飢餓を底上げする「基礎食料保障部分」に加え、

生鮮食品等の購入に限定した「栄養強化限定部分」を設ける。さらに、健康的な食品の購入

に対してボーナスポイントを付与する仕組みにより、行動変容を強力に後押しする。なお、

本支援制度は代替効果を排除し公衆衛生アウトカムを最大化するものであり、長期的な生活

習慣病の予防や医療費削減、子どもの人的資本強化に寄与する費用対効果の高い戦略的投資

と位置付けられる。 

 

（４）今後の課題 

 第一に、包括的なデータ基盤と監視体制の構築が必要となる。米英と異なり、日本には世

帯レベルの食料安全保障状況を正確に把握する定期的なデータ収集・分析体制が欠如してい

る。支援の最適化や政策効果の測定に向け、農林水産省・厚生労働省・総務省が連携し、栄

養の質的側面（タンパク質不足等）も重視した継続的な監視体制の構築が望まれる。 
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第二に、制度の受容性を高めるさらに詳細な検討が必要である。提案した制度に栄養指導

等を統合する際、それが新たな負担やスティグマとならないよう、EBT アプリを通じた非対

面での健康教育や、受講に伴うポイント付与（ナッジ的アプローチ）など、プライバシーを

保ちながら実効性を高める運用方法のさらなる実証的検討が求められる。 

 

第５章 輸出制限的措置が食料輸出入国の需給構造に与えた影響評価（アジア・中東・アフ

リカ諸国） 

（１）研究目的 

本研究では、農産物・食品の輸出制限的措置が、アジア、中東、アフリカの食料輸入国と

輸出国における価格伝達性や需給構造をよりミクロレベルで実証的に分析する。特に、農産

物・食品の価格変動が家計の食料消費や食料選好、農家家計の生産行動に及ぼす影響を構造

的に分析し、国際価格変動のリスクを緩和するフレームワークの構築を図る。 

 

（２）研究成果 

（ア）食料輸出規制がフードセキュリティに与えるリスクの多面的評価 

本研究では、食料輸出規制発動の影響（リスク）を多面的に分析するために、FAO による

フードセキュリティ構成要素（供給可能性、安定性、適切な利用）をアウトカムとして用い、

自国が禁輸発動したことによる他国への影響とともに、発動国自身への影響を評価した。実

証分析には、FAOSTAT と国連世界開発指標（WDI）のデータベースを用い、2016 年から 2022

年の 120 カ国の国別パネルデータを構築し、食料禁輸措置がフードセキュリティに及ぼす影

響を分析した。分析の結果、食料輸出禁止は発動国自身の政治的安定性を低下させる影響が

ある、つまり、輸出禁止は発動国自身においてフードセキュリティ構成要素のうち「安定性」

を損なう可能性があることが指摘された。また、輸出禁止の発動は、自国の食料供給を安定

化させる政策手段とされるが、自国のフードセキュリティの「供給可能性（平均食事エネル

ギー供給充足度）」や「適切な利用（発育不全児比率、肥満児比率、成人肥満率等）」には

影響を及ぼしていなかった。したがって、輸出禁止は発動国自身のフードセキュリティを確

保するための有効な政策手段とはいいがたいことが示唆された。なお、本研究は、2025 年度

日本農業経済学会大会特別セッションにて報告した。 

（イ）食料輸出規制が発動国の食料不安に及ぼす影響 

本研究では、近年の食料輸出規制による食料価格上昇が人々の食料不安に与えた影響を家

計の異質性を踏まえて検証したものである。FAO による食料不安の経験尺度（FIES）データ

ベースを基に、非 OECD 諸国 40 カ国 2014 年から 2023 年の各国の家計データをプールし、

食料価格ショックが家計の食料不安に及ぼす影響を分析した。また、価格ショックと家計属

性との交差項の係数を推定することで、価格ショックの影響が属性（性別、年齢、居住地、

教育、所得水準、子供の数）によって異なるかを検証した。分析の結果、食料価格ショック

によって中程度／重度の食料不安が高まること、価格ショックは家計の食事の量を減少させ

る影響があることが明らかになった。また、交差項のパラメータをみると、属性の数の相違

による価格ショックの影響に有意差は確認されなかったが、教育水準の相違による有意な影
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響があった。つまり、食料価格ショックの負の影響をより受けたのは教育水準が低い層であ

ることが明らかになった。なお、本研究は、2025 年度フードシステム学会大会個別報告にお

いて報告した。 

（ウ）インドの農産物輸出規制が輸入国食料価格に及ぼす影響 

 南アジア地域の食料消費において、玉ねぎは重要な位置づけを持つ農産物である。これら

の地域は、インドやパキスタンからの輸入に頼る国も多く、特にネパールはインドからの玉

ねぎ輸入にその供給の多くを依存している。南アジアで消費の多い玉ねぎの種類は我が国を

はじめとする東アジアで生産・消費されるものとは異なっており、ネパールでは中国からの

輸入も一部行っているものの、インド産の玉ねぎとの代替性は低い。こうした位置づけにあ

る玉ねぎであるが、この地域の主要な生産地域でもあるインドは、コメや小麦のみならず、

玉ねぎについても輸出規制を行うことがある。 

 Ghimire（研究協力者）と首藤による本研究では、インドのネパールに近い地域市場の玉ね

ぎ価格データとネパールの首都カトマンズにおける玉ねぎ価格データの連動性を、インドか

らの輸出規制の影響を踏まえて分析した。輸出規制のネパールにおける価格への影響を考察

するうえで玉ねぎを扱う優位性は、穀物とは異なり政府のその価格への市場介入が行われて

いないことにある。推定期間は 2013 年の第 25 週から 2023 年第 39 週までである。二地域の

週次データの自然対数値については非定常性を棄却したことから定常系列とし、この二価格

系列のベクトル自己回帰モデルを構築し、さらに輸出禁止、最低輸出価格、輸出税の 3 つの

輸出規制時期ダミーを外生変数として組み入れることによりインドの輸出規制のネパールに

おける玉ねぎ価格への影響を考察した。加えて、2019 年終わりから 2020 年の間で二度輸出

禁止措置が取られていたことから、輸出禁止の前後で期間を二つに分け価格伝達の変化を考

察している。結果、インドの輸出規制は有意にネパールの玉ねぎ価格の上昇に影響を及ぼし

ていること、輸出禁止期間を含む全期間の推定から輸出禁止措置の影響は最低輸出価格措置

の影響に比べて大きいことなどが明らかになった。また輸出禁止措置前の時期では、インド

価格からのグレンジャーの意味でのネパール価格への因果性が確認されたものの、輸出禁止

後ではそれが確認されていないとの結果を得ている。後者の理解については、事前に予測さ

れていたインドにおける生産不良が実際には生じなかったことなどが一因として考えられ

る。本研究は輸出規制が輸入国の市場価格上昇を通じて輸入国消費者のフードセキュリティ

に及ぼす懸念を示唆するものである。 

なお、本研究は、日本フードシステム学会 2024 年度大会の個別報告として発表し、その後

修正を経て『フードシステム研究』2025 年第 32 巻第 1 号において公表を行った。 

（エ）小麦輸出国の輸出規制が東南アジアの小麦輸入に及ぼす影響 

 東南アジア諸国の食の多様化にしたがいパンや麺類といった小麦製品需要も高まっている

が、これらの諸国では小麦の国内生産の利用可能性からその供給をほぼ海外からの輸入に依

存せざるを得ない。輸出国による輸出規制をはじめとする小麦の国際市場の不安定性が及ぼ

す東南アジア諸国の小麦輸入価格に及ぼす影響を検証することは、これらの国々の食料消費

市場のみならずこれらの地域に進出する我が国の食品産業にとっても重要な関心事項となり

うる。 
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庄田（研究協力者）と首藤は、FAO の貿易マトリックス統計を用いて、インドネシア・マ

レーシア・タイの小麦の主要な輸入相手国であるアメリカ・カナダ・オーストラリアの輸入

単価をその輸入数量に回帰する残余需要モデルに、アルゼンチンや新興の小麦輸出国である

ロシア・ウクライナ・インドの輸出の不安定性指標を組み込むことで、輸出規制や地政学的

リスクによる輸出制限的措置の東南アジア諸国の小麦輸入への影響を検証した。ここでの輸

出不安定性指標とは、過去の平均実績からの輸出量の乖離を指している。2000 年から 2022 年

までの年次データを用い、輸入数量の内生性の問題に対処する必要から三段階最小二乗法に

よって残余需要モデルの推定を行った。ここでは不安定性指標の影響のみについて言及する。

インドネシア市場またはタイ市場へのカナダからの小麦輸入単価はそれぞれ、インド、イン

ドおよびウクライナの輸出不安定性指標が有意に影響を及ぼすことが示唆された。同様にタ

イ市場へのオーストラリアからの輸入単価に対してもウクライナの輸出不安定性が影響を及

ぼしていることが示された。これらの影響の内容は、過去の実績から輸出量が下回ると輸入

単価が高まるもので、輸出規制やウクライナ侵攻の影響がこれらの地域が小麦を確保する上

でのコストを高めていることを明らかにした。 

なお、本研究は、日本フードシステム学会 2024 年度大会の個別報告として発表し、その後

修正を経て『フードシステム研究』2025 年第 32 巻第 1 号において公表を行った。 

（オ）食料価格高騰が中東諸国の政治的不安定化に及ぼす影響 

中東諸国の多くは食料輸入国であり、ロシアやウクライナからの小麦輸入に大きく依存し

ている。また、食料やガソリン、電気などの価格を低く抑えるために生活物資補助金制度が

導入されている。かかる食料補助金は GDP の 1.5%から 14%を占めており、食料価格安定化

は政治的安定化と治安維持の要となっている。本研究では、中東諸国の食料価格上昇が政治

的不安定化に及ぼす影響を実証的に検証した。データには、2000 年から 2020 年の 14 カ国年

次パネルデータを構築し、テロ活動を食料価格に回帰する固定効果モデル・二段階最小二乗

法を推計した。食料価格の内生性に鑑み、世界小麦価格と中東諸国以外からの小麦輸入依存

率の交差項を操作変数とした。分析結果として、食料価格上昇はテロ活動（武力衝突、爆破、

インフラ破壊、暗殺）を活発化させ、紛争リスクを拡大させるため、安定性（FAO によるフ

ードセキュリティ構成要素：政治的安定性・争乱／テロ行動がない状態）を損なう可能性が

あることが指摘された。本研究は、2024 年に開催された国際学会 Western Economic Association 

International (WEAI)で報告した。 

（カ）食料輸出規制が中東諸国の政治的不安定化に及ぼす影響 

中東諸国では、アルジェリア、エジプト、ヨルダン、モロッコ、チュニジアおよびトルコ

において食料禁輸措置が導入されている。本研究では、食料価格上昇やそれに対応した禁輸

措置の導入が政治的不安定化に及ぼす影響を実証的に分析した。特に、農業県（農村住民）

と非農業県（都市住民）で食料価格上昇や禁輸の影響は異なるのかという点に着目した。実

証分析では、中東諸国 10 カ国 268 県の 2016 年 1 月から 2023 年 12 月の県レベル月次パネル

データを構築し、暴動やデモ発生を食料価格上昇率と禁輸措置導入、またその交差項に回帰

し固定効果モデルを推計した。また、県別小麦栽培植生指標（NDVI）を用い、農業県と非農

業県に分類することで、食料価格上昇や禁輸措置導入の heterogenous な影響を分析した。分



- 24 - 

析の結果、食料価格上昇は暴動・デモを増加させる影響があり、政治的安定性を損なう可能

性がある。また、食料禁輸措置導入は、都市住民に恩恵を与えるが、農村住民には負の影響

を及ぼす可能性があることが明らかになった。つまり、禁輸政策が政治的安定化をもたらす

効果は低いことが示唆された。なお、本研究は、2024 年に開催された第 20 回国際中東経済

学会（20th International Conference of Middle East Economic Association）で報告し、アブスト集

として論文が刊行されている。 

（キ）セネガルにおける価格上昇と食料不安 

セネガルを含む西アフリカ地域では都市化の進展とともにコメの消費量が増加している。

その一方で、国内供給力の進展は十分ではなく、2024 年には 222 万トンをインドをはじめと

する国際市場から調達している。食生活の急激な変容を背景として、これらの地域のフード

システムが、輸出国の輸出規制などの国際状況に対してより脆弱になっている。飛田はセネ

ガル・サンルイ市で 2024 年に実施した家計調査に基づいて、家計の食料支出や食料選択の内

容ならびにフードセキュリティ指標に基づく設問への回答から消費者の食料不安のあり方を

明らかにした。2022 年に実施した調査結果とも比較分析した結果、セネガルでは近年コメの

支出額が上昇しているが、輸出規制の影響が食料不安に直結する可能性が示された。なお、

本研究は日本フードシステム学会 2025 年度秋季研究会において発表し、『フードシステム研

究』2025 年第 32 巻第 2 号において公表を行った。 

以下は、今後の学会報告や投稿作業を控えた研究であることから本報告書での紹介が最小

限のものになることをご理解願いたい。 

（ク）輸出規制下でのバングラデシュにおける備蓄米売り渡しの影響 

 2003 年からのインドのコメの輸出規制は、その輸入相手国の国内市場の価格にも影響をも

たらしたことが指摘されているものの、例外ともいえるのが隣国のバングラデシュである。

Rahaman（研究協力者）と髙田・首藤は、バングラデシュの月次卸売価格と小売価格そして政

府の備蓄米売り渡し量の変数間の時系列分析を通じて、備蓄米の放出が卸売価格の安定化に

影響をもたらしたことを確認している。しかし公的な在庫管理や買い入れ・売り渡しを通じ

た政府介入には財政負担を通じたコストが発生していることにも留意が必要である。この研

究成果は、日本農業経済学会 2026 年度大会において口頭報告として報告され、現在投稿準備

の段階である。 

（ケ）ネパールにおける価格変動と家計行動ならびにフードセキュリティへの影響 

 先に紹介したようにネパールは隣国インドからの供給に頼る農産物も多く、輸出規制の価

格への影響のみならず、フードセキュリティへの影響にも関心がもたれる。本研究で、Ghimire 

（研究協力者）と髙田・首藤は、2023 年にインドが小麦の輸出規制を行う時期に実施された

国際食糧政策研究所のミクロデータを用いて、家計のフードセキュリティへの影響を、家計

の要素賦存、家計のリスク対応行動、そしてその地域の価格変動や気候変動によるショック

の評価を組み入れた構造方程式モデリングにより考察した。リスク対応行動によってはフー

ドセキュリティに貢献しうるものもある中、食料価格がフードセキュリティに及ぼす影響が

無視できないものとなっていることが確認された。なお、この研究成果は、日本農業経済学

会 2026 年度大会において口頭報告として報告され、現在投稿準備の段階である。 
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（コ）化学肥料の供給の停止が稲作生産に及ぼす影響 

我が国をはじめとして、海外への肥料並びに肥料原料を依存する国は多い。スリランカは、

2022 年に突如化学肥料の輸入を禁止する政策を導入した。この政策は一時的なものにとどま

ったが、仮想的に肥料の輸出規制が行われた状況とみることも可能なこの措置について、

Jayasinghe（研究協力者）と髙田・首藤は、地域別のコメの生産費調査統計を用いて技術効率

性の分析を通じて稲作生産への影響を分析した。分析の結果、肥料輸入禁止後に生産量・生

産性の甚大な減少があり、ほぼすべての地域で技術変化指標の低下が表れていることが明ら

かになった。なお、この成果は、日本農業経済学会 2026 年度大会において口頭報告として報

告され、現在投稿準備の段階である。 

（サ）エチオピアにおける固有主食作物価格と国際市場価格のリンケージ 

食の消費のあり方や代替・補完関係を通じて商品間の価格には連動性が確認されることが

あるが、髙田・首藤は、エチオピアで伝統的に消費され、かつ国際的には非常に限られた大

きさの流通にとどまるテフの国内価格と、国際市場との結合の強いコメ、小麦、トウモロコ

シの国内価格との連動性を時系列分析によって検証した。これにより特に、小麦価格や地政

学的リスクによる国際市場の不安定性が、国際市場との直接的な連関が限定的かつ主要な食

料の価格にも影響をもたらすことが示唆された。なお、この研究成果は、日本農業経済学会

2026 年度大会において口頭報告として報告され、現在投稿準備の段階である。 

（シ）アフリカにおける国産米の品質向上に関する消費者評価 

 2006 年から 2008 年の世界食料危機におけるインドをはじめとするコメの輸出国の輸出規

制の経験もあり、アフリカ諸国ではコメの増産の努力が求められてきた。一方で、国内産米

のポストハーベストロスなどをはじめとする品質上の問題も指摘されてきた。これらへの対

応もあり、近年ではアフリカ諸国の中でも国内産米の生産増大や品質向上がみられる国も出

てきている。飛田（研究協力者）と氏家・首藤は、2024 年に行った西アフリカセネガルのサ

ンルイ市での家計調査において、いくつかの観点から輸入米と国内産米、そして 2 年前の国

産米に対する回答者評価を尋ねた。これにより国内産米の品質の向上が明らかになった。海

外からの供給に依存せざるを得ず、国内産米が代替しえない状況では国際市場の不安定性へ

の脆弱性が懸念されるが、消費者の消費段階においても輸入米と比較しうるほどの国内産米

への品質の評価が確認できたことにより、今後の量的な拡大がこれらの地域の食料安全保障

にもたらす意義と可能性を見出すことができる。なお、関連して庄田（研究協力者）と首藤

は、ガーナのミクロ家計調査に基づく経時的な国産米と輸入米との間の代替性の需要パラメ

ータの変化の検証を通じて、国内産米の位置づけが輸入米と代替しうるように変化したこと

を確認している。これらの研究はいずれも公表に向けて準備を行っている。 

（ス）市場価格高騰が補助穀物や補助金付き食料への需要にもたらす影響 

 インドがコメや小麦の輸出規制を行う背景には、インド国内の穀物の買い入れ・分配政策

の運用があることが示唆されてきたが、それには市場価格との関連があることが理論的なモ

デルによって明らかになっている（首藤・塚田, 2005）。このことを柏木、氏家、首藤は、イ

ンド・デリー市でのオンライン調査での選択実験を通じて明らかにすることを試みた。分析

の結果、市場価格の上昇によって政府分配小麦の選択確率が有意に増加することが確認され
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た。また、エジプトやトルコでは補助金付きパンが販売されており、家計の生活を支えてい

ることを踏まえ、パンの市場価格上昇が補助金付きパンの潜在的需要に及ぼす影響を分析す

るために、補助金付きパンと補助金なしパン（市場価格で販売）の選択実験をオンラインに

て実施した。エジプトでもパンの市場価格上昇によって補助金付きパンの選択確率が高まる

こと、食料不安が高い家計ほど補助金付きパンの選択確率が高いことが示された。なお、エ

ジプトにおける選択実験の分析結果は、2025 年に開催された第 21 回国際中東経済学会（21st 

International Conference of Middle East Economic Association）で報告した。 

 

（３）政策研究への示唆、情報提供等 

 本研究課題では、食料あるいは生産資材輸出国の輸出規制のそれらの輸入国における影響

について考察した。一連の研究の成果の共通部分を以下のようにまとめることができる。 

 輸出規制は輸入国の価格上昇を通じて消費者の購入価格ならびに食品企業の供給コストを

高める形で輸入国のフードセキュリティに影響を及ぼす。一方で、輸入国においても個別の

家計レベルでリスクへの対応が行われており、家計レベルでその効果も確認されているが、

個々の対応には限界がある。輸入国政府においても、食料補助のための輸入穀物確保や価格

安定化のための市場介入などを行っているものの、それらの措置には財政的な負担を伴うも

のであり、国際市場の価格上昇下でのこれらの負担の限界が想定される。同時に、輸出国側

に目を転じれば、自国の不作や（国際）市場価格の上昇がもたらす自国のフードセキュリテ

ィの必要から輸出規制を行っている可能性がある。輸出規制の発動の動機を考える場合、輸

出規制そのものを非難しても解決にはつながらず、国際市場の安定化につながるような国際

的な共通備蓄のデザインや生産への地球温暖化の影響を緩和する取り組み、そして輸入国の

食料生産増大・品質向上のための支援といった中長期的な地域間・国際的な枠組みが求めら

れる。 

 

（４）今後の課題 

我が国の農業・食品製造業・外食産業は、海外からの原料や生産資材供給に依存している。

また、海外に進出している国内企業も多く存在する。輸出規制が我が国の食品産業に及ぼす

影響、そして食品産業からの内需を通じての国内農業への影響も検証する必要がある。 
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資料編 

（１）セネガル・サンルイ市家計調査（2024年 9月）調査項目概要 

□調査回答者属性（性別・年齢・教育水準・職業など） 

□世帯情報（世帯構成、世帯構成員以外の者と共にする食事についてなど） 

□費目別消費支出金額 

□資産保有状況、調理時火力の内容 

□食料消費詳細 

□コメの消費について 

□FIES（食料不安の経験尺度） 

□価値観調査 

□コメの選択実験 

□国産米・輸入米の品質についての主観的評価 

なお、この調査内容のうち飛田（2025）において掲載されている内容は以下の通り。 

表 2「回答者属性（2024 年）」 

表 3「回答者世帯のコメ選択状況（2024 年）」 

表 4「世帯が選択した主食数と割合-2024 年」 

図 3「主食ごとの支出額（2024 年）」 

図 4「食料不安（2024 年）」 

以上は、https://www.jstage.jst.go.jp/article/jfsr/32/2/32_005/_pdf/-char/ja から確認できる。そ

の他の調査内容については、今後の学術誌での公表に反映させる予定である。 

 

（２）インドデリー市オンライン選択実験調査（2025年 3月）調査項目概要 

□回答者属性（性別・年齢、食料購入・調理へのかかわり方、教育水準、所得） 

□食料消費内容・食品の購入先 

□食料不安の経験尺度 

□食料品の価格の変化と購入変化について 

□公的分配システムの受給状況 

□公的分配システム配給小麦と市場小麦に関する選択実験 

内容については、今後の学会などでの報告・学術誌への投稿を予定しており、これらに
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よる公表の機会を待ちたい。 

 

（３）バングラデシュ現地調査（2025年 9月） 

（ア）農業生産地域において、農業生産者からその地域の農業概要について説明を受けた。

その際、買い上げ価格や備蓄米売り渡しの状況への理解について尋ねた。 

（イ）卸売業者・小売業者・精米業者に価格動向やインドの輸出規制、政府のコメ買い上げ

価格・備蓄米売り渡しなどへの理解を尋ねた。 

（ウ）これらは Rahaman,Takada and Shuto による 2026 年度日本農業経済学会個別報告（前述

研究成果リスト参照）における考察に反映させており、この報告については今後公表を目

指して学術誌へ投稿予定である。 

 

（４）スリランカ現地調査（2026年 2月） 

（ア）農業生産者および関係機関に対して、化学肥料輸入禁止時及びそれ以降の当該地域の

肥料入手・利用可能性の状況、生産対応について尋ねた。 

（イ）これらは Jayasinghe, Takada and Shuto による 2026 年度日本農業経済学会個別報告（前

述研究成果リスト参照）における考察に反映させており、この報告については今後公表を

目指して学術誌へ投稿予定である。 

 

（５）インド・エジプト・トルコの消費者に対する選択実験（2025年 2月～3月、2026年 1

月） 

（ア）インドでは穀物配給システムによる穀物配給が、エジプトやトルコでは補助金付きパ

ンが販売されていることを踏まえ、近年の穀物の市場価格の上昇が政府配給や補助金付き食

料の潜在的需要に及ぼす影響を分析するために、食料消費調査を実施した。 

（イ）インド・デリー市の消費者を対象に政府配給による穀物（小麦）と市場価格の穀物の

消費者選択実験をオンラインにて実施した。また、エジプト、トルコの主要都市の消費者を

対象に、補助金付きパンと補助金なしパン（市場価格で販売）の選択実験をオンラインにて

実施した。 

（ウ）調査項目概要 

 □食品消費・購入場所 

 □食料購入の際の選択肢多さ 

 □食料不安の経験 

 □補助金制度の利用（配給カードの利用、配給カードによる購入量・購入頻度） 

 □選択実験 

 □消費者属性 

 

 

 


